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別記様式第７号

新 規 事 業 箇 所 調 書

調書作成年月日 平成２０年 ２月１２日

事 業 担 当 課 森林整備課

予防治山事業（田尻） 補助 宮城県事 業 名 補助・単独の別 事業主体
たじ り

気仙沼市田尻 地内 宮城県施行地名 管理主体
けせ ん ぬ ま し た じ り

森林・林業基本法，森林法根拠法令

平成１８年１０月６日の低気圧に伴う大雨により，山腹斜面が崩落し，土石が事業目的

人家の敷地内まで流出したため，山腹の整備を行い被害の拡大を防止する。

山腹工 土留工 １基他事業内容

事

事 業 費

業
全 体 事 業 費 費 用 負 担 内 訳

国 県 市町村 その他

( )

内用地費 [ 50 %] [ 50 %] [ %] [ %]の

0.08 億円 億円 0.04 億円 0.04 億円 億円 億円

概
＊事業採択年度：平成２０年度事業期間

事 業 期 間 平成２０年度～平成２０年度（ １年間）要

用地買収着手予定年度 平成 －年度 工 事 着 手 予 定 年 度 平成２０年度

森林法第４５条第１項の規定により，所有権の有無にかかわらずその施施設管理の予定

設を設置した県が維持管理を行う。

上位計画等

・ 国は 「森林・林業基本計画 「全国森林計画」及び「森林整備保全事業計画」に基事 ， 」，

づき，計画的に事業を推進している。業

・ 県は 「地域森林計画 「森林整備保全計画方針」に基づき，整備を行っている。の ， 」，

必

事業を巡る社会経済情勢等要

性
○社会経済情勢

＊災害発生時の影響

・ 保全対象：人家１３戸，市道５０ｍ，農地０.５ｈａ，港湾
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＊過去の災害実績等

・ 平成１８年１０月６日の大雨により，山腹崩壊が発生した。事

・ 昭和５３年度に隣接地で山腹崩壊が発生し，治山事業による復旧を行った。業

○地元情勢、地元の意見の

＊地域の協力体制必

・ 維持管理の協力体制：山地防災ヘルパーや森林保全協力員の巡視要

・ 保安林の指定の有無：土砂の崩壊防備（平成２０年指定）性
・ 山地災害危険地区域の指定の有無：山腹崩壊危険地区

事業効果事

業

○想定される事業効果有

山腹工の整備により，斜面の安定が図られ，直下に居住する地域住民の生命・財産が効

保全される。性

関連事業の概要・進捗状況等

特になし

代替案との比較検討

昭和５３年度に施工した山腹工は，その機能を効果的に発揮しており，今回の施設整備

により，更に山腹斜面全体の安定が図られるため，本案を採用している。

事
コスト縮減計画

現場発生材を利用した木製柵工を計画している。業

費用対効果

の
根拠マニュアル：林野公共事業における事前評価の手引き （平成１９年版）

社会的割引率： ４％

便益算定期間： ５０年効
基 準 年：平成２０年

率
費 建設費 ８,４００千円

用 維持管理費 －性

項 総費用 －

目 現在価値（Ｃ） ８,４００千円

便 水源かん養便益 １３,８６５千円

益 山地保全便益 －

項 災害防止便益 ２９,４５３千円

目 総便益 ４３,３１８千円

現在価値（Ｂ） ４３,３１８千円

費用便益比（Ｂ／Ｃ） ５．１６
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地域指定状況等環

境

「県立自然公園気仙沼」の普通地域内であり，届出が必要である。へ

の

影響と対策影

響

環境影響評価条例等に係る行為ではないが，観光地でもあり景観に配慮した工法を検討と

している。対

策

事業箇所評価結果

総
評価結果と予算への反映状況が異なる場合の理由評点による順位 予算化された箇所数
（低順位にもかかわらず予算化された理由）

合
（新規事業箇所）予防治山事業

３位／４ ４ 箇所評

対応方針価

事業実施
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	田尻位置図他
	無題




